様式第1号（第2条関係）
退職手当支給額計算書

	退職時の所属部課
	退職時の職名
	氏　　　名

	
	
	

	現住所
	
	生年月日
	　年　 月　 日(退職時 　歳)

	退職年月日
	　年　　月　　日
	退職事由
	

	勤続期間
	職員以外の期間
※退職手当受給の有無
（ □有  □無 ）
	自　　　年　　月　　　日
至　　　年　　月　　　日
	年　　 月

	
	在　職　期　間
	自　　  年　　月　　　日
至　　　年　　月　　　日
	年　　 月

	
	　　

	給料月額
	退職時の号給
	職給料表
級　号給
	退職時給料月額
	　　　　　　　　　　　円(a)
※定年延長者の場合は、調整額含む額

	
	【定年延長者】
減額日前日の号給
	職給料表
級　号給
	退職時給料月額
	　　　　　　　　　　　円(a’)

	
	条例第5条の2の規定による減額改定以外の理由による給料月額の減額の有無 
    □有　　 □無　　（有の場合は下欄にも記入）

	
	条例第5条の2に規定する特定減額前給料月額に係る減額日のうち最も遅い日の前日
	　年　月　日
	条例第5条の2に規定する特定減額前給料月額
	職給料表
級　　号給
　　　　　　　　円

	
	定年前早期退職者に対する特例(条例第5条の3)
	定年と退職の日における年齢との差：　　年
退職時給料月額　　　円 ×（1 ＋　 年×2/100 ）＝　　　円(b)

	退職手当計算
	条例の適用条項
	□第3条第1項  □第3条第2項　 □第4条第1項　□第4条第2項
□第5条第1項  □第5条第2項　 □第5条の3             

	
	退職手当の
基本額
	60歳到達年度まで
(a),(a')又は(b)の給料月額　×退職手当支給率　＝退職手当の基本額
　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　＝　　　　　　円（A）

	
	条例の適用条項
	□第3条第1項  □第3条第2項　 □第4条第1項　□第4条第2項
□第5条第1項  □第5条第2項　 □第5条の3             

	
	退職手当の
基本額
	60歳到達年度以降
　　　退職日の　　　退職日までの　　　　60歳到達年度以降
　　給料月額(a)　× 　勤続期間支給率　　　給料月額
　　　　　　円　　×（　　　　　－　　　　　　）　＝　　　　　　円（B）

	
	※条例第7条の4に該当する場合

	
	職員の区分
	期　　　間
	月　　数
	調整額

	
	第1号区分
(59,550円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	第2号区分
(54,150円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	第3号区分
(43,350円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	第4号区分
(32,500円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	第5号区分
(27,100円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	第6号区分
(21,700円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	第7号区分
(     0円)
	年　 月～　 年　 月
	　　　　　　　 月
	　    円
×　　月
＝　　　円

	
	
	除算
期間
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	
	
	年　 月～　 年　 月
	　月× 1/　＝　月
	

	
	合　　　　　　　計
	　　　円
（C）

	
	※条例第7条の4第4項に該当する場合
□ 自己都合退職者以外で勤続期間1年以上4年以下   （C）× 1/2
□ 自己都合退職者以外で勤続期間0年                       0円
□ 自己都合退職者で勤続期間10年以上24年以下     （C）× 1/2
□ 自己都合退職者で勤続期間9年以下                       0円
	　　　円
(C’)

	
	退職手当　
(A)＋(B)＋((C)又は(C’)）
	　退職手当基本額　退職手当基本額　　　調整額
(60歳到達年以前)　(60歳到達年度以降)
　　　　　　円　＋　　　　　　円　＋　　　　円　＝　　　円　　

	
	

	退職手当支給決定額

　　　　　　　円
	控　　除　　額

	
	源泉所得税　　　　　　　　　 円

県民税　　　　　　　　 　円

市民税　　　　　　　　 　円

市民税特徴　　　　　　 　　　円

共済組合返済金　　　　 　　　円

厚生会返済金　　　　　　　　 円
その他　　　　　　　　　　　 円

控除額合計　　　　　　　 　　円

	控除後の支給額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


